
スーパーマーケットチェーンの多店舗展開に関する企業行動論的考察

一一茨城県における中規模スーパーを例として一一

I はじめに

1 研究の視点

小売業活動は，機能的には最終消費者への商品

供給活動と定義され，流通の末端を担う活動であ

る。その活動の構成要素としては，活動の主体と

して消費者と小売業者（あるいは企業）が，これ

らをとりまく外部環境として社会・経済的条件や

技術的条件がある。小売業に関する研究において

は，これらそれぞれの視点から分析することが可

能である。本研究では以下の理由から小売業施設

の立地において主体である小売業者（企業）に焦点

を当てて分析をしたい。

まず，小売業施設の立地に関する従来の研究を，

理論的な側面から区分すると，中心地論によるも

の，経済立地論によるもの，そして企業内部の経

営学的な立場によるものの3つに分類できる。こ

れら研究の内容に対して筆者は次のように評価し

ている。

1）中心地理論

地理学において，小売業活動が本格的に研究対

象として位置づけられたのは， Berryの中心地研

究以後である。彼により 1967年に著された Geog-

raphy of Market Centers and Retail Distribu-

tionは，個々の店舗の立地，それらの集積として

の中心地の体系と地域構造，消費者の購買行動，

Marketing Geography，といったその後の小売業

活動研究に対する多くの示唆を含んでいた。しか

しこれ以降の中心地研究は，大部分が形成された

地域構造に重点をおくものであり，小売業施設の

立地自体を深〈分析するものは少なかった。

2）経済立地論からの研究

国松（1970）は，小売商業も広い意味で生産を

行っているのであるから小売商業の立地も生産立

地に属している （p.12）と述べ，工業立地論の体系

を応用し，商業経営経済学の立場から小売業の立

地問題を取りあげている．春日（1982）も，大規模

志村 喬

店の立地選択の問題には工業立地におけるグリー

ンハッ トの需要因子の考察がほとんど適用できる

(p.406）として立地因子による考察を行っている．

しかしこれら立地論の立場に立つ研究の場合に

は，その理論的精綴さに比べて実証的な面では問

題が多い。その理由としては，小売業の場合には

零細店舗が多しそれら零細店舗は家業として受

け継がれて立地が所与であったり生業的経営で

あったりすることが多いことがあげられる（西岡，

1976, p. 232）。したがって，立地論的な分析は，

近代的な企業としての小売業を対象とした場合に

有効性を持つといえる。

3 ) Marketing geography 

地理学における marketinggeographyの位置

づけは明確にされていないが，この側面からの研

究には個別経営主体から小売業活動を考察すると

いう視点が含まれている。 1954年に， Applebaum

はMarketingGeogaphyの必要性を説き， 1961年

には Economic Geogaphy誌上でMarketing

Geography特集が組まれた。ここでなされた研究

の多くは，小売企業の実際の経営に参加して店舗

の立地選定を検討しようとする姿勢が強いという

特徴がある（Applebaum,1954）。したがって，店

舗立地の個別事例については詳しい説明が与えら

れた。しかし実務指向であったため，事例報告に

とどまり理論化を目ざさなかったこと（Kivell

and Shaw, 1980, p. 122）から， 地理学研究として

寄与するところは少なかった。

これらの研究動向を踏まえた場合，地理学にお

けるこれまでの小売業研究では，立地（立地過程）

自体に対する関心が大きいとはいえないこと，ま

た立地自体の考察をするにしても理論と実態調査

とのギャップが大きかったことが指摘される。し

たがって，立地理論を背景として立地現象を分析

する，すなわち小売業施設の立地についての理論

的研究と実態的研究とを整合させて分析するに

は，まずは企業的性格をもった小売業を対象とす
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ることが必要で、ある。これは従来の研究に欠けて

いた部分を補うものであり，新しい研究の方向を

切り開く試論となりえるであろう。

そこで，本研究では上記のようなの問題意識か

ら，立地主体である企業サイ ドからの分析を行う。

具体的な対象業種は，スーパーマーケットである。

その理由は，企業的性格をもっ小売業とは， 市場

分散性からくる需要に対する受動的性格という小

売固有の特質を経営上の技術革新であるチェーン

ストア技術により能動的主体に変化しつつある小

売業であり（佐藤， 1974,p. 33）， このチェーンス

トア技術を最も巧みに利用した業態のひとつが

スーパーマーケッ トである（佐藤， 1974,p. 195) 

といった指摘があるからである。

2 本研究の目的と方法

今までにスーパーマーケットを直接の研究対象

としたものとしては，スーパーマーケットが

チェーン展開を計って急成長してきた過程を全国

スケールで検討した伊東（1978a）をはじめ，スー

パーマーケット企業の資本競合関係さらその展

開・分布をとらえた山口 （1979），香川（1984）の研

究がある。さらに，大都市圏スケールでは，京阪

神大都市圏を対象として，スーパーマーケットの

立地展開とその商圏を分析した伊東（1979b）があ

げられる。これらの従来の研究は先に述べた小売

業一般についての研究と 同様に，スーパーマー

ケッ トが立地することにより形成される小売業機

能の分布・地域構造を分析対象とするものである。

したがって，立地過程そのものの分析には及んで

いない。既に指摘したように，スーパーマーケッ

トの多くは企業的であり，その立地過程を解明す

るのに従来の立地理論を採用することは適切であ

る。そこで，本研究ではスーパーマーケッ ト店舗

の立地決定の実態を明らかにしながら，立地論と

の関係からその過程を考察する。

ところで，スーパーマーケッ トを扱う場合， こ

れが小売業技術の革新（イノベーション）である

こと，そしてこの業態は多くがチェーン組織を採

ることに注目して分析することが可能である。と

いうのは，空間的拡散研究においては，スーパー

マーケッ トというイノベーションの普及，あるい

は本部からのチェーン店の多店舗展開の問題が，

一部では研究対象とされているからである。そし

て，このような空間的拡散研究の中では，地域に

新しい小売業の業態が普及するといった視点から

の研究と，本部から新しい施設の開設を計る，す

なわち多店舗展開を計るといった視点からの研究

といった 2つの研究方向がみられる。

前者の視点からのものとしては， Cohen(l972)

の合衆国におけるショッピングセンターの普及の

研究，成（1982）の韓国におけるスーパーマーケッ

トの普及の研究があげられる。彼らは，新しい小

売業態の普及（開設）に対して影響する要因を分析

している。たとえは＇， Cohenのショッピングセン

ターの研究では，時期によってセンターの普及（開

設）を説明する要因が異なることが明らかにされ

ている。一方，成のスーパーマーケットの普及の

研究では，人口規模・都市の経済的特性と普及（開

設）が密接な関係を持つことが明らかにされた後，

企業家の投資行動を始めとする企業行動の研究の

必要性が述べられた。以上の先行研究を踏まえた

場合，成が主張するように，普及（開設）の条件を

判断して実際に新しい小売業技術を広める企業

（すなわち立地主体）からの検討が，スーパーマー

ケッ トという業態の普及および多店舗展開の過程

を解明するためには是非必要だと筆者は考える。

これは，先にあげた後者の視点からの分析の必要

性があるということである。

この後者からの研究としては， Meyer and 

Brown (1979）の郊外レス トランチェーンの展開

を事例とした研究があげられる。この研究は，

チェーン展開を計る小売サービス業の多店舗展開

を企業サイドから分析するための新しい考え方を

示しており，非常に有益で、ある。そこで，以下研

究においてレス トランチェーン展開を説明するた

めに用いられた枠組みを紹介する。

まず彼は，企業がチェーン店を立地させる位置

と時期は，主に次の3つの要因から説明されると

した。

1）立地させようとする地域市場のポテンシャ

jレ。

2）店舗への材料配送等の提供業務に要する費

用（具体的には本部と店舗との距離）。

3）チェーン店舗を立地させる時点で調達でき

る資本（capitalavailability）。

次に，この3つの要素の関係について「企業内

においては，資本が豊富な時期には収入最大化戦
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聞各が，資本が乏しい場合には費用最小化戦略が採

られる。」という仮説を立てた（Brown,1981, p. 

60）。そしてこの仮説をもとに，郊外レストラン

チェーン企業の多店舗展開の前期・後期とに区分

して実際の企業内での3つの要素関係について検

証したI）。その結果，店舗展開を計る資金が十分で祉

はない前期には費用を示す距離の制約が立地位置

を大きく制約することが明らかにされ，資本状況

と戦略との間に仮説のような関係が認められた。

そしてその戦略の空間的過程としてチェーン展開

のパターンを説明することができた。

以上紹介した Brownの研究は，チェーン店舗

の立地展開の過程を，資本状況と採用される戦略

といった企業内の条件からみている点，時間を取

り入れてチェーン展開のパターンを説明する方法

を提出した点から評価できるものである。

このような研究動向を参考に，本研究では，企

業としての小売業であるスーパーマーケット

チェーンの店舗立地展開の機構を解明するのに寄

与することを目標として，具体的には次の 3つの

1 水戸市 26.御前山村 51.麻生町 76. 大穂町

2. 日立市 27. 大洗町 52. 牛堀町 77. 関城町

3. 土浦市 28.友部町 53. 潮来町 78. 明野町

4. 古河町 29.岩間町 54. 北浦村 79. 真壁町

5石岡市 30. 七会村 55.玉造町 80. 大和村

6.下館市 31.岩瀬町 56. 江戸崎町 81.協和町

7 結城市 32‘東海村 57. 美浦村 82.八千代町

8. 竜ケ崎市 33.那珂町 58. 阿見町 83.千代川町

9. 那珂湊市 34. 瓜連町 59.牛久町 84.石下町

10.下妻市 35.大宮町 60. 茎崎村 85.総和町

11.水海道市 36. 山方町 61. 新利根村 86.五霞村

12. 常陸太田市 37. 美和村 62. 河内村 87.三和町

13.勝田市 38. 緒川村 63.桜川村 88.猿島町

14. 高萩市 39. 金砂郷村 64.東村 89.境町

15. 北茨城市 40. 水府村 65.出島村 90. 守谷町

16.笠間市 41.里美村 66.玉里村 91.藤代町

17.取手市 42.大子町 67.八郷町 92.利根町

18. 岩井市 43. 十王町 68.千他国村

19.常澄村 44. 旭村 69.新治村

20.茨城町 45. 鉾回町 70. t＊村

21.小川町 46.大洋村 71.谷田部町

22. 美野里町 47. 大野村 72.伊奈村

23. 内原町 48. 鹿島町 73.谷和原村

24.常北町 49.神栖町 74.豊呈町

25.桂村 50.波崎町 75. 筑波町

課題に答えたい。

1）小売業技術の革新（イノベーション）とし

てのスーパーマーケットがどのように普及して

いったのか実態をとらえる。

2）立地主体であるスーパーマーケット企業の

立地選定の過程を明らかにする。

3) 1）・ 2）の結果を用いて，チェーン展開の

空間的パターンの解釈を企業内部の状況から試み

る。

その方法として， 1）の課題に関しては空間的拡

散研究の従来の研究方法を参考にし， 2）・ 3）の

課題に関しては事例企業を取りあげてそこでの展

開の過程を分析する。特に 3）については，先に紹

介した Brownの説明の枠組みを用いる。

なお本研究で研究対象としている中規模スー

ノマーとは，山口（1979）におけるローカルスーパー

とリージョナルスーパーとの中間を占める規模の

ものを指す。この燥な中規模スーパーを取りあげ

るのは，この規模段階は生業的な小売業から企業

的な小売業へ既に変化していること，これより大

第 l図 通勤・通学流からみた機能地域構造（1975年）

注）森川（1978）における直接的連結法にならった。なお，人口規模を地区の大小の規準とした。

資料 1975年センサス，通勤，通学編
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規模なスーパーは各種業態に参加しておりスー

パーマーケット活動のみでは扱いきれないこと，

資料的にインテンシブな調査が期待されることに

よる。また中規模という企業規模から分析の空間

的スケールは県レベルとなる。

3 対象地域および資料

本研究で対象とする地域は茨城県，分析の地域

的単位は92の市町村である。茨城県を対象地域と

したのは， 1）スーパーマーケットの成長が全国に

比べて著しくへ現在の小売業活動に占める割合

が高い県である，2)3章で述べるような，研究事

例として適切なスーパーマーケット企業が存在す

る，からである。

茨城県の人口は， 1980年現在255.8万人である

が， 1960年から1980年にわたる5年毎の伸び率は

それぞれ， 0.4%, 4.3%, 9.3%, 9.2%である3）。

1970年以降の増加率が高いため，スーパーマー

ケットの時系列的な分析をする場合には1975年の

人口数を基準として用いることにする。 1975年の

人口分布を見ると 1位は工業都市である目立の

20.2万人， 2位が水戸の19.7万人， 3位が土浦の

10.4万人である。県北の山間部及び霞々浦周辺の

地域では人口が少ないものの，特定地域への人口

集中は他県に比べて少ないと いえるべこのよう

な対象地域の分析単位地域の配置および機能地域

構造を第1図に示しておく。

また，おもに利用するスーパーマーケットに関

する資料は，商業界発行の「日本スーパーマーケッ

ト名鑑jの各年版である。したがって，本研究で

のスーパーマーケッ トの定義は，同名鑑掲載基準

である次のようなものである。「セルフサービスを

採用し，売り場面積230m 2以上もしくは年商 1億

円以上の大量販売店j。さらに，本稿でとくに断わ

りなく「チェーン」という場合は，単一資本で5

店舗以上を直接管理するレギュラーチェーンを指

す。

II 茨城県におけるスーパーマーケット

の普及状況

1 展開の概要

茨城県においては，1955年に水戸市に普及した

スーノマーマーケットが最初のものである。これは，

東京における日本最初のスーパーマーケットの開

業(1953年）に遅れること 2年であった。これ以降，

1982年までに56市町村に普及しており，その店舗

数は211店に達している。まず，この普及状況につ

いて，小売業技術の革新（イノベーション）であ

るスーパーマーケットという新しい業態がどのよ

うにして普及していったか，空間的拡散の考え方

に沿って検討する。

第1表は，対象地域におけるスーパーマーケッ

ト普及の推移を示している。この聞の普及概要を

見ると，次のようなことが言える。 1955年の水戸

における最初の立地の後，勝因・水海道・下妻と

順次立地し， 1965年には当時市制を施いていた16

市のうち13市までに立地するとともに，鉾閏・友

部・藤代・ 真壁 ・岩瀬といった町にも立地するよ

うになった。 1970年には，県南東部の神栖 ・潮来

といった町にも立地するとともに，目立・古河 ・

水戸といった市の総売り場面積が大きくなった。

その後， 1982年まで‘各地への普及が一層進むとと

もに，売り場面積の増加が一層進んでいる。

このような状況を，各市町村において，最初の

第1表 スーパー7ーケットの立地市町村数，店

舗数，売場面積の推移

年；）； 制Z開E品量豊〉伺｝ 言語明） 句レ”ギン店a舗ヲ世ーチ間' (a）／同X 100 

1955 193 

1956 193 

1951 193 

1958 193 

1959 2 J J 1.183 33.J 

1960 4 5 2.542 I 20.0 

1961 4 日 11 4.829 l 日I 

1962 3 11 11 1.610 2 11.8 

1963 5 16 JS 17,147 5 14.l 

1964 3 19 5日 25,581 6 12.0 

1965 。 19 52 26,105 6 11.5 

1966 。 19 56 28,496 II 19.6 

1961 4 23 12 44,698 26 36.l 

1968 日 JI 80 46,203 初 31.5 

1969 32 81 51.411 32 39.0 

1910 4 36 91 66.391 JS 36.1 

1911 2 38 l日4 95.154 48 46.2 

1912 日 38 108 IOl.396 50 46.3 

1913 。 38 114 124.190 58 50.9 

1914 2 40 123 135,431 11 51.1 

1915 41 136 144,113 19 58.1 

1916 2 43 150 191.568 105 10.0 

1911 44 154 204,214 109 10.1 

1978 勺" 41 161 231.098 124 14.J 

1919 4 51 119 251.339 131 16.5 

1980 52 183 254.953 144 18.1 

1981 3 55 191 214,921 156 19.2 

1982 56 211 292.320 169 日日I 

注） 『日本スーパーマーケット名鑑jより筆者作成
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スーノfーマーケットが立地した年次と1975年の人

口規模との関係からみてみる（第2図）。立地年次

と人口の常用対数変換値の聞には r=-

0. 7024 (r' = 0. 4934）という負の相関関係がみられ

る。これは，拡散研究における経験則のひとつで

ある階層的拡散を示すものである。拡散において，

階層効果を生じさせる一般的な要因として，杉浦

(1978）は， 1）情報の伝播 2）市場規模 3）開業

資金の調達 4）新しいものを抵抗なく受け入れ

る雰囲気 5）企業家の存在を指摘している。需要

条件を重視する小売業立地論の説明様式によれ

ば，これらの要因の中でも 2）の市場規模が最も重

要視されることになる。その場合，年次とともに

成立関値が減少してきたことに理由を求めること

になる。従って立地年次の人口規模と年次との関

係を見る必要がある。

そこで，立地した年次の人口の常用対数変換値

と立地年次との相関を見たところ， r=

0. 5857 (r' =O. 3430）という負の相関であったこと

から，年次を経るに従って閥値が減少していった

ことに，階層効果の説明理由のひとつを求めるこ

とが出来る。

しかしながら，立地年次の人口数よりも1975年

人口を説明変数とした場合のほうが説明率が高い

と言うことは，閥値以外の要因が，対象事例にお

ける拡散効果にははたらいていることをものが
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第2図普及年次と人口規模との関係

資料．商業界 『日本スーパー？ーケット名鑑j，各年版

たっている。韓国でのスーパーマーケットの拡散

を研究した成（1982）は，同様の事例に対し，成立

閥原理のみでの説明より，社会・経済的要因と企

業家の投資行動による説明のほうがより説得力が

あるのではないかと述べ，企業行動の研究の必要

を説いている。この見解にたつならば，立地主体

である企業別に普及 ・展開の分析を進めなければ

ならない。そこで，以後の本稿では立地主体であ

る企業別に展開の状況を見てみる。

2 企業タイプ別の展開

まず店舗立地の主体である企業を，組織系列お

よび資本系列の面から次の4タイプに区分した。

1）県外に本部を持つチェーン店 （県外資本

ンエチ

2）スーパーマーケットの全国的なボラ ンタ

リーチェーンに所属する主婦の店

3）県内に本部を置くチェーン店 （地元資本

チェーン）

4）単独店

なお，現在スーパーマーケットが普及している

56市町村において，最初にできたスーパーマー

ケットがどのタイプに属するかをみるならば， 1)

のタイフ。が最初だったのは 5市村であり，以下の

タイプはそれぞれ， 2) 14, 3 ) 16, 4 ) 21市町村で

ある。

これらタイプ別の普及の様子を第 2図からみ

る。年次別にみた場合普及がとだえた時期 （普及

市町村数がOの年次）から， 1955～65,1966～72, 

1973～82年の3期に区分することが出来る。 1965

年以前の時期には，まず，水戸，目立，古河といっ

た人口規模の大きな都市に県外資本の店舗が立地

した。またそれら 3市よりも人口規模は小さいが，

この時期の早くから普及した，勝田，水海道，下

妻といった市町村での普及企業のタイプは 2）の

主婦の店であった。 1966～1972年にかけては，単

独店が多く なる。また，先の時期に開業した単独

店，主婦の店が多店舗展開を計った結果としての，

地元資本のチェーン企業の普及もみられる。1973

年から1982年にかけては，地元資本のチェーン企

業の多店舗展開の結果としての普及が多数を占め

るようになる。このように，時系列で普及企業タ

イプをみた場合，県外資本および主婦の店チェー

ンによる普及から地元資本チェーンによる普及へ

といった企業タイプの変化がみられる。さらに第
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2図から，人口規模と企業タイプの関係について

も読み取ることができる。すなわち，県外資本お

よび地元資本のチェーン企業が普及させる市町村

は，主婦の店および単独店が普及する市町村に比

べ，比較的人口規模が大きいという傾向である。

特にこの傾向は1972年以前で顕著で‘ある。

つぎに，企業タイプ別の，店舗の分布・チェー

ン展開の方向といった空間的な側面はどうであろ

うか。企業タイプ別の店舗の分布は，次の 2点が

特徴としてあげられる。

1）主婦の店チェーンは，水海道 ・石下・下妻

を中心とした県南西部の地域と，大宮・那珂 ・常

陸太田をはじめとする水戸北部の地域にまとまっ

た分布を示している。

2）土浦周辺の地域に地元資本チェーン店が比

較的まとまっている。

つぎに本部からチェーン展開する方向および距

離に関しては，次の 2点が指摘できる。

3）土浦から波崎 ・水戸から高萩の2例を除く

じ本部からチェーン店までの距離は短〈，比較

的近い市町村へ普及している。

4）土浦を本部としたチェーン店の普及は 8市

町村におよび， 県外資本の普及5市村，水戸から

の3市町に比べて多い。したがって，対象地域に

おけるスーパーマーケット店舗展開の拠点のひと

つとして土浦を考えることができる。

このうち，主婦の店の地域的まとまりに関して

は，同ボランタ リーチェーンの普及過程から一部

を説明できる。県南西部におけるまとまりは，日

本における同ボランタリーチェーン組織の設立時

期から参加していた商店主が水海道にいたことが

大きく影響している。同商店主は1958年に水海道

にスーパーマーケットを開設するとともに，周辺

地域へ同ボランタリーチェーンの普及活動を行っ

た。この水海道の商店主によって主婦の店が開設

された市町村には， 1960年の下妻・1963年の岩瀬・

1964年の境・1974年の豊里がある。このことから，

主婦の店の普及過程に関する上記の特徴の 2）に

おける説明原理の一部が明らかとなった。では，

他の3つのタイプの分布の特徴およびその普及理

由は何であろうか。この点の解明には，個別の企

業別分析が必要でトある。そこでこの分析を始める

前に，個別企業別の多店舗化の概要を述べる。

3 個別企業別の展開

第 1表によれば，総店舗数の中でレギュラー

チェーン店の占める割合は年々増加しており，

1980年には80パーセントを占めるに至っている。

そこで，多店舗展開の状況を各企業毎に（各チェー

ン毎に） 1965年から1980年まで5年ごとに区切っ

て時系列に展開の様子を見る。 1965年にチェーン

店の立地を見るのは14市町村である。その大半は

市部であり，郡部の立地は鉾田町と岩瀬町の2つ

に過ぎない。また県外資本のチェーン店は，水戸・

目立 ・土浦 ・古河 ・下館といった上位郡市にそれ

ぞれ進出している。なお，この時期，地元資本の

チェーン企業の本部は，水戸・土浦・石岡の3市

にあった。

1970年には，目立・水海道・常陸太田・岩瀬に

本部を置く地元資本チェーン企業が出現する。一

方県外資本のチェーン店が立地するのは，目立・

土浦・古河・下館 ・那珂湊に限られていた。 1975

年になると，下館・潮来に地元資本チェーン企業

の本部が設立きれ，水戸・土浦・取手には県外資

本の店舗が複数立地するようになる。しかもこれ

ら上位都市に進出するものの大半は，売り場面積

l,500m2を越える大規模店舗である。すなわち，地

元資本の店舗との規模の格差が生じてくるのであ

る。

1980年には高萩・石岡・下館・古河の各市に県

外資本の大規模店舗が進出するとともに，地元資

本の各企業も一層の多店舗化を計っている。

以上，本章では企業別に普及（展開）の概要をみ

た。そこでは，都市の規模・普及の地域により，

普及（展開）の空間的パターンに特色が存在した。

そして，その普及（展開）のなかでも地元資本の

チェーン企業の占める役割は大きいといえる。そ

こで次章では，地元資本チェーン企業を事例とし

てとりあげ分析する。

III チェーン企業における多店舗展開の

過程

本章では，個別企業において多店舗化が行われ

る過程を， 1企業の事例を通して明らかにするこ

とを試みる。そこでは，前章で記したようなチェー

ン店立地パターンを形成する理由を解明すること

に寄与することが期待される。

-32-



1 対象企業の概要

事例として採りあげる企業は，土浦市に本部を

置き食料品販売を中心とするスーパーマーケット

である。この企業を採りあげた理由は，

1）茨城県における地元資本のスーパーマー

ケットチェーン企業としては最大手の企業であ

る。

2）業界内においては，急成長を遂げた優良企

業としての評価が高 〈ベスーパーマーケット企

業活動の模範となりうる。そのため，分析対象と

しても理想的である。

3）大手の資本系列に属さず独立路線を採って

おり，この 1社のみを取り出して分析できる。

からである。

事例スーパーの沿革，業績は第2表にまとめた

通りである。会社は， 1961年土浦にあった地元資

本の百貨店の系列会社として設立され，当時の経

営は親会社である百貨店に従属じていた。しかし，

その後の親会社の経営悪化と大手電鉄資本への吸

収合併（1966年），現社長の就任（1967年）を契機に

親会社からの独立が進んだ。この後本格的にスー

ノfーマーケットチェーンとして多店舗化を進めて

いく。とくに， 1973年以降の展開は著しし 1982

年には県内外に61店舗を持ち，販売額では全国の

スーパーマーケッ ト業界で18位の企業にまで成長

した。

2 立地選定の過程

第3図は，事例企業における計画から開店にい

第2表事例スーパーの沿革

茨媛県内 他 県
年 l)( 売〈上高 小売車

店舗数 出店市 店舗鼓 出店市町村 置円） ランキング
町村監

1961 2 2 1.4 会社創立1 歯車量 1007i円山本部土浦市街地内，
石岡市にl号店開店，

1962 2 2 1.1 

1963 2 2 1.9 増嵩…歯車盆 JOO万円，

1964 J J 2.8 

1965 J J 3.3 

1966 4 4 4.2 増由。ー歯＇＊＇盆 650宵円，

1967 5 4 5.6 現在の社長就E，増歯 歯＇＊＇盆 2.15日方円，

1968 6 5 日7 土浦市郊外に本部移を， （配送センター酔設）

1969 6 5 日2

1970 6 5 13.6 増宵ー首＇＊＇量 6.020：巧円，

1971 7 6 16.1 

1972 9 日 25.日 増量調＇＊＇壷 8.428万円， 自l通センター増設（約2悟へ）

1973 11 9 42.2 200 

1974 15 12 二宮町（栃木） 76.2 122 
控計宮画現慎

｛’ 72-76) 
1975 23 19 163.4 日l 増盲目歯本金 9,945方円， （長崎屋とFC契約）

1976 27 21 J 務孫干市 1 柏市 261.J 72 生野加工センター穂幽．
〈平実）

1977 34 26 351.7 58 噌首肯本金 14.917万円，東京中央卸売市均へ草加．
全日本スパーに加盟し．開閉買地場スパー設立，
レストラン開発プロヨェクト尭足.

197日 39 29 4 柏市 450.l 52 増肯 歯本金 1日，叩日！万円，レストラン開店．

1979 44 31 7 春日部市，泊且市 576.4 41 増置誼本金 27,500万円， 中期
;t;i;市（埼玉） 経営計画

1980 45 32 686.2 31 増宵 誼本金 55』00：巧円， p貫通センター綜蹴， 〈’ 17・81)

19自1 48 34 9 大果町（群馬〉 81日4 35 
越昔市（堵王）

1982 49 34 12 三郷市（！司王〕 915.J 34 東証 2 部上！~.
館林市（群馬） スーパーで
足利市（栃木〉 はll曲

注）小売業ランキングは日経流通新聞の「日本の小売業調査」各年による。

社内資料により筆者作成。
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第3図 計画から開店に至るまでの過程

たるまでの店舗開設過程を示したものである。本

節ではこの流れに沿って立地選定の過程の実態を

検討する。なお，第3図で示されている選定過程

は，現時点で用いられている手順を示したもので

ある。

1）経営計画

立地選定を行うに当たって，その基本となるの

は経営計画である。これは店舗の展開に限らず企

業活動全域にわたる計画であるが，その中心は店

舗の立地展開計画である。対象企業においては，

以下の 2つの中期計画が確認された。

1）経営規模計画 （計画年度1972～76年）

最終年度である1976年に，総店舗50，総売上高

200億円を達成することが目標。具体的には，茨城

県南部地域に50店の展開をはかり，自社のドミナ

ントエリアを完成させることであった。

2）中期経営計画（計画年度1977～81年）

1981年度に，総店舗60，総売上高840億円を達成

することが目標。具体的には，茨城県南部地域か

ら北部に商勢圏を拡大し，さらには他県にも商勢

圏を作ることであった。この2つの計画を比較し

た場合，商勢圏が異なっていることに注目したい。

2）商勢圏の設定

立地選定の最初は，チェーンストア企業が店舗

展開を予定する空間的範囲の決定である。対象企

業においては，現在，本部のある土浦から約100km

以内の範囲を商勢圏としている。この範囲は次の

2つの条件により限定されている。

(1）商品供給の制約 チェーンストアー経営のメ

リットのひとつは，大量仕入れ大量販売により規

第3表報告書の内容
報告書I
1.人口動向調査
将来計画人口を含む

2.商業統計調査

3.大型店の出店状況
計画図を含む

4. 今後の開発計画

都市計画，総合計画，宅地

造成計画 etc. 

報告書H
1.物件の概要
2 人口，世帯数
3.競合店，商店街状況
4目都市計画，開発計画
5.潜在購買額，消費支出額

報告書Ill
I.物件の概要書
2.位置図，配置図，案内図

3.適正規模の算出
4.商勢圏図

5.商圏概要
6.商圏表

7.都市計画，将来計画

8.世常数，人口の推移

9.売上高の予測

10.投資計図書
11.競合店調査表
12.類似都市比較

13.家賃・保証金等の設定
14.諸経費の設定

15.投資効率表

模の経済を達成することにある（折橋， 1982,p. 

37）。そしてそれは仕入れの本部集中・本部から各

店舗への商品配送という流通システムを採ること

により効果的に実現される。対象企業においても

1968年から配送センターが土浦に設けられてい

る。

このような本部からの配送システムを取る場

合，次のようなことが問題になる。第 1に，低温

での輸送を必要とする生鮮品の場合には 3時間，

距離にして約100kmが輸送の限度となる点であ

る6）。第2に，低温輸送を必要としない商品配送の

場合においても，効率的な商品供給を行うために

はある程度の範囲内に店舗が展開するのが望まし

いという点である。この2つの商品供給の制約か

ら一定の範囲が策定されることとなる。

(2）店舗管理上の制約 チェーン組織で多店舗展開

をはかった場合，本部による各店舗の管理が必要

になってくる。この管理指導のためには，本部の

経営幹部・職員が各々の店舗まで移動しなければ

ならない。そこでの時間的なロスを少なくするた

めには本部から一定の範囲内に店舗を集中して展

開させるのが望ましいとされる（会田， 1983,p. 

71）。対象企業の場合にも，各種の人的移動がなさ

れている。とくに頻度が高いのは，業界内で

Super-Viserと呼は、れている巡回指導員の移動で

ある。

3）展開地域の選定

商勢圏が以上のような制約下で設定されると，

次に広域な商勢圏の中から展開地域を選定する段

階にはいる。そこでは，展開地域を選定するため
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第4図 事例スーパーの多店舗展開（1965-1982年）

の資料として「報品書IJが作成される。その分
析項目は第3表の通りである。なお，ここでの分

析スケールは市町村である。

4）物件の選定

市町村単位で展開地域が選定されたならば，つ

ぎにその地域内での物件の選定にはいる。まず，

不動産（用地）について交渉を始めるべき物件であ

るか否かを判断するために，物件について第 l次

の商圏調査が実施され「報告書II」（第3表）が作

成される。ここでの分析スケールは商圏レベルで

ある。さらに，ここまでの分析から不動産交渉を

始める物件だと判断されたならば，さらに詳しい

調査がなされる。そして，開設するか否かの最終

判断を行うための資料として「報告書IIIJ（第3表）

が作成される。

以上のように立地選定が進められていくのであ

るが，各々の立地選定で検討されている立地条件

から次のような立地因子に基いてそれぞれ判断が

なされていると考えられる。

1）商勢圏はチェーン本部からの距離条件によ

り策定される。 これは，商品 ・人員の移動に要す

る経費に関する条件である。したがって，この段

階では費用因子に基いた判断が下されている。

2）地域選定の段階では，一般的な市場の大き

さを示す人口やその市場の中で参入可能な需要量

を把握するための商業統計と，大型店の調査がな

されている。これらは需要量を示す諸条件の分析

である。したがって，この段階では収入因子に基

〈判断がなされているといえる。

3）物件選定の段階においては，不動産交渉開

始の判断に当たり，競合店，商店街状況，潜在購

買額，消費支出額といった需要量を表す条件がさ

らに詳しく分析される。しかし最終的に開設の可

否を判断する際には，それまでに調査された需要

に関する条件から売上高という収入を表す数値が

算出される一方，物件の入手費用，店舗の建設費

といった条件から投資額，すなわち開設に必要な

費用が算出される。そして， 両数値は，投資効率

といった数値にまとめられる。したがって，この

段階では収入因子，費用因子の双方に基いた結

果＝利潤により判断がなされているといえる。

以上，対象企業では，立地選定の各段階におい

て検討・分析される立地条件 ・立地因子が異なる

ことを述べた。これは西岡 （1976,p. 51）の立地
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選定の段階説7）を確認するものである。このよう

な，立地選定の手続きに基いて実際になされてき

た対象企業の多店舗展開の笑態を次節に記載す

る。

3 展開過程の実態

対象企業の店舗展開の概要は，先の第2表に示

した通りである。この聞の空間的過程をほぼ5年

毎にみたのが，第4図である。以下，空間的な店

舗展開の実態を中期計画の計画年度から 3つの時

期に分け，当時の企業状況と合わせて記載する。

1）創立時～1971年

対象企業の創立は1961年であり，周年に石岡と

竜ケ崎に店舗を開設している。ここで注目される

のは，本部が土浦におかれていたにもかかわらず，

最初の開設地が石岡・竜ケ崎であった点である。

この事実は，チェーン展開を計る小売業企業では，

管理業務を行う本部と，販売業務を行う店舗とを

空間的に分離した組織構造をとり得ることを示し

ている。それではなぜ創立時の店舗の開設が石

岡・竜ケ崎であったのであろうか。 この理由とし

ては，対象企業と同じ資本系列に属する不動産会

社 （事例スーパーの親会社である百貨店の子会社

にあたる）がこの2つの開設地に以前から土地・

建物を所有しており，これを改造して開店できた

からである。この後， 1964年に鉾田， 1966年に土

浦に開設した。この時期までにできた 4店は全て，

既存の木造建築物を店舗用に改装したものであっ

た。またこれにつづいて1968年に石岡に開設した

店舗は，既存店を買収したものであった。

以上，設立聞もない頃の開設のの場合，前節で

述べたような立地選定の過程はとられておらず，

直接物件についての評価がなされ開店されていた

といえる。また，同じ資本系列を利用した店舗開

設や，既存施設を利用した店舗開設の実態を見る

と，この時期は費用の節約に重点をおいた開設が

なされていたといえる。なお，土浦店や， 1971年

に開設された網店（土浦市）は，スーパーマーケッ

トチェーンのオペレーションに関する実験店で

あった。これらの事実をあわせると，この期間は

チェーン展開の準備段階だったもといえる。

2) 1972～1976年

この期間は前述の経営規模計画年度に当たり，

県南地域を商勢圏と設定してそこへ集中開設した

時期である。そこでの立地選定に当たっては，以
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前の期間と異なり前節で述べた選定の方法が使わ

れた。

店舗の分布を見ると（第4図），次の2点が指摘

できる。第1は，展開の範囲が，勝目・那珂湊・

友部を除くと，水戸の勢力圏に直接従属しない地

域であること，第2は，土浦及び竜ケ崎には複数

の店舗を立地させ，この地域でのシェア拡大をは

かっている点である。また，総店舗数についてみ

ると， 1972年には 9店舗だったものが1976年には

27店舗にまで増えており，これ以前の期間に比べ

て速い店舗展開を行っている。この速い展開を可

能とした企業内の条件としては， 1）企業規模が大

きくなり資金的・組織的に安定しつつあること，

2）それまで試行されてきたチェーンストアーに

関する技術が確立されたことがあげられる。以上

のことから，この期間は，スーパーマーケット

チェーンとしての企業形態が一応整った期間とい

える。

3) 1977～1981年

1977年からの新たな中期経営計画では，商勢圏

をそれまでの県南地域から全県域に広げることに

なった。その結果， 1977年には目立， 1978年には

水戸，といった県北部の中心都市に開設を果たす

など県北部地域への展開が進んだ。さらにこの期

間には，企業内の流通システム化を目指し，流通

センターが本部近くに建設された。また，同社を

中心としたコンビニエンスストアーおよび郊外レ

ストランのチェーン展開を行うようになり，スー

パーマーケット以外の業態への参加が進んだ。一

方，資金的には， 1978年に株式の譲渡制限を廃止

して増資を行うとともに，株式上場に向けて準備

を始めた。このような状況からして，この期間は

積極的に企業拡大を目指し，それを可能にする資

金の面でも条件が整ってきた期間だといえる。

以上，対象企業の展開の実態を企業内の状況と

対応させながら述べてきた。そこでは店舗数は計

画数に至らなかったものの，空間的範囲（商勢圏）

についてはほぼ、計画通りに展開されたといえる。

ところで，この展開の実態は先に紹介した Brown

の説明の枠組み内でどのように考えられるであろ

うか。この点を次節で検討する。

4 展開過程の分析

前節においては主に企業内部の状況と多店舗展

開の過程とを対応させた。本節では逆に企業外部

の状況から多店舗展開の過程を分析する。その方

法は， 1)2群判別分析により対象企業が店舗展開

した市町村の性格を明かにし， 2）開設年次を従属

変数とした重回帰分析から，開設年次を規定する

要因をとらえる8），というものである。両分析に用

いた説明変数は次の12変数である。

1 ) 1975年の人口数 一般的な市場規模を表す

変数。人口が多いほど潜在的な需要が多いと見な

され，店舗展開させる可能性は高しその時期も

早い（重回帰分析てaは常用対変換値を用いた）。

2) 1970～1980年の人口増加率 一般的な市場

の成長性を表す変数。増加率が高いほど店舗展開

させる可能性が高しその時期も早い。

3) 1976年の飲食料品小売業の年間販売額：対

象企業が狙っている消費市場である食料品市場の

規模を表す変数。販売額が多いほど店舗展開させ

る可能性が高しその時期も早い。

4) 1970～1982年の飲食料品小売業年問販売額

の増加率：食料品市場の成長性を表し，増加率が

高いほど店舗展開させる可能性が高しその時期

第4表 事例スーパー展開市町村と非展開市町村との判別分析

潮距離来からの 人口 常陸太田 就第業3次者産比業
からの距離

展開 42.14 31,784 55.29 0.2020 

平均

非展開 56.04 34,063 44. 77 0 .1795 

変数選択順序 1 2 3 4 

標準判別係数 0.6757 0. 6921 0.4966 0.3140 

a 判別に寄与する変数
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観
展開

察 非展開

推 定

展開 非展開

25 9 
(73.5%) (26.5%) 

5 17 
(22.7%) (77.3%) 

(75.00%が正しく分類）

b 判別結果



も早い。

5) 1975年において人口に占める第 3次産業就

業者比率 ：市町村人口の産業特性を示す変数であ

る。この比率が高いほど生活様式が都市的であっ

て世帯当りの食料品支出が多いと考えられる。し

たがって，この率が高いほど店舗展開させる可能

性が高しその時期も早い。

以上は市町村の属性に関する変数であるが，空

間的な関係を表す変数として次の 7変数を採用し
n ～。
6）土浦市からの距離．対象企業の本部所在地

からの距離である。 2節で述べたように，本部に

近いほど商品輸送・店舗管理の便がよく，費用も

かからないため店舗展開しやすい。またその時期

も早い。

7）友部町からの距離

8）水戸市からの距離

9）水海道市からの距離

10）岩瀬町からの距離

11）潮来町からの距離

12）常陸太田市からの距離

この 7～12までの変数は，対象企業の多店舗展

開に際して，競合する可能性のあるスーパー

チェーンの本部所在地からの距離である。これら

競合する可能性のある企業本部所在地に近いほど

市場参入の余地が少ないために店舗展開が困難で、

あり，もし参入するにするとしてもその時期は店

舗展開にともなうリスクに耐えうる企業規模に達

してからになると考えられる。なお，ここで競合

する可能性があるとして採用したスーパーマー

ケットチェーンの基準は， 1）県内に本部を持ち，

2）その創立が1970年以前であり， 3）食料品販売

を中心とする，という 3点である。以上の変数を

用い，判別分析 ・重回帰分析とも変数増減法によ

り変数の選択を行った。

まず，県内において1982年までにスーパーマー

ケットが普及した56市町村を対象に，事例企業が

店舗展開させた34市町村（以下，展開市町村と呼

ふ、）と，展開させなかった22市町村（以下，非展

開市町村と呼ぶ）との判別を行った結果が，第4

表a・bである。判別に寄与する変数は，潮来から

の距離・人口数・常陸太田からの距離・ 3次産業

就業者比であり，全体の75.00%が正しく分類され

た。標準判別係数から，展開市町村の特徴として，

人口が多〈・潮来に近〈・常陸太田から遠〈・ 3

次産業就業者比が高いことがあげられる。しかし，

ここで空間的関係を示す2変数は，変数選択で述

べたような企業の競合を示すものではなく，事例

企業の県南地域への展開を表しているものと考え

られる。なぜならば，潮来・常陸太田は本部所在

地としてそれぞれ最南と最北に位置するからであ

る。

ところで，事例企業では1976年までとそれ以降

とでは店舗展開をはじめとした経営計画が異なっ

ていることを指摘した。そこで，計画の違いによ

る店舗展開過程の相違を分析するため， 1976年ま

での展開市町村（以下では前期展開の市町村と呼

ぶ）と， 1977年から1982年の聞の展開市町村（以

下では，後期展開の市町村と呼ぶ）とに分けてそ

れぞ、れ判別分析を行った。

前期の判別結果を示したのが第5表a・bであ

る。潮来からの距離・人口増加率・水海道からの

距離・ 3次産業比の4変数が判別に寄与し全体の

71.43%が正しく分類された。標準判別係数から，

第5表事例スーパー前期の展開市町村と非展開市町村との判別分析

潮距離来からの 人口増加率 水海道離から 第3次産比業
の距 就業者

前期展開 39.22 24.56 32.95 0. 2015 

平均

前期非展開 53.02 34.69 40.64 0 .1878 

変数選択順序 1 2 3 4 

標準判別係数 0. 8199 0.6055 0.5755 0.4077 

a 判別に寄与する変数
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観
前期

展開

察
前期

非展開

推 定

前期展開 前期非展開

16 6 

(72.7%) (27.3%) 

10 24 

(29.4%) (70.6%) 

(71.43%が正し く分類）

b 判別結果



第 6＇表事例スーパー後期の展開市町村と非
展開市町村との判別分析

人口 人口増加率
岩瀬からの

距離

後期展開 56,200 51. 77 43.49 

平均

後期非展開 41,863 24.97 34.09 

変数選択順序 1 2 3 

標準判別係数 0.6993 1.189 0.365 

a 判別に寄与する変数

前期展開市町村の特徴は，潮来から近〈・人口増

加率が低〈・水海道から近く.3次産業就業者比

が高いことである。このうち，潮来および水海道

からの距離は他の企業と競合関係を示すものでは

なく，前期に県南部に店舗展開したことを表すも

のと考えられる。また，人口増加率と 3次産業就

業者比の変数は，古くから茨城県内の中心地とし

て存在していたにもかかわらず，近年人口増加を

みなかった土浦の西側の市町村への展開を表して

いる。

続く後期の判別結果を第6表a・bに示す。後期

では，人口数・人口増加率・岩瀬町からの距離・

販売額の増加率の4変数が判別に寄与し，全体の

76. 79%が正しく分類された。標準判別係数から，

人口増加率が高〈，人口が多く，販売額の増加率

が低〈，岩瀬町から遠い市町村が後期展開市町村

だと判断される。後期では一般的な市場規模に関

わる 2変数が重要となっている。また販売額増加

率は，平均では後期採用市町村が高いものの，係

数自体では増加率が小さい市町村が後期展開とい

う数値を示している。

第7表は， 12変数を説明変数・展開年次を従属

変数とした重回帰分析の結果である。説明に寄与

する変数は，人口増加率・土浦からの距離・人口

数・販売額であり，全体の42.3%が説明される。

標準偏回帰係数により展開年次を説明するなら

ば，人口が多く・飲食料品販売額が少なく・土浦

に近く・人口増加率が低い市町村に早〈展開され

たといえる。なお，この説明変数の中でル有意水準

1%を満たすのは距離と人口数のみである。とこ

ろで，比較のために， 茨城県56市町村のスーパー

マーケット普及年次についても同様の変数を用い

推 疋｛三

販売額増加率 後期展開 後期非展開

8.22 観｜ 後期 7 5 

展開 (58.3%) (41. 7%) 

6.86 
後期 8 36 

察｜非展開 (18.2%) (81.8%) 
4 (76.79%が正しく分類）

-0.6993 b 判別結果

て分析を行った。その結果は第8表に示す通りで

ある。この場合，人口数・岩瀬からの距離・販売

額の 3変数によって全体の55.4%が説明されてい

る。標準偏回帰係数の値から，人口が多〈・販売

額が少なく・岩瀬に近い市町村に早〈展開された

といえる。なお，販売額は水準 5%でも有意では

ない。

5 分析結果の総合

4節での統計的分析の結果は， l～3節で確認

されたことと併せて次のように考えられる。

全期間を通してみた場合，主に人口という一般

的な市場規模を示す属性により閥値条件を満たす

市町村が店舗展開地として選択される一方，ほぽ

南北といった空間的位置関係によって展開地域が

決定されている。これは対象企業が茨城県南を拠

点として店舗展開を計っていることと整合する。

つぎに，前期について展開一非展開の判別分析

を行った場合，一般的な市場規模を示す人口が説

明変数として採択されていない。これはこの期間

の展開において市場指向はそれほど強くなかった

ことを意味すると考えられる。前期，とくに1973

年まで事例企業は資本状況がよくなかった事実を

考え合わせると，これは利用可能な経営資源（例

えは、資本）が豊富な場合には売上最大化，逆の場

合には費用最小化を目指すという仮説に従う分析

結果である。

一方後期には，人口・人口増加率という市場規

模を示すものが説明変数に採択された。これはこ

の期間においては店舗は需要に対応して展開した

ことを示している。また空間的な位置関係を示す

変数として岩瀬からの距離が採用されているが，

その係数は小きしその影響は少ないといえる。

- 39-



したがって，この期間，事例企業は空間的位置に

それほど関係なし需要が存在する市町村に店舗

展開していったと判断される。これは，商勢圏の

県南から県全域への拡大という経営計画に整合す

る。また立地選定の基準においては，経営資源が

蓄積されたために以前と比べて費用最小化の制約

が少なくなり，収入因子が重要視されてきた期間

と解釈することが出来る。

さらに展開年次の重回帰分析においては，人口

数・販売額といった市町村属性と，土浦からの距

離という空間的属性から説明がなされるがその説

明率は低い（55.38%）。検定の水準を 1%とする

と，有意なものは人口と距離のみである。これを

県内でのスーパーマーケット普及56市町村の普及

年次の分析と比較すると， 1企業だけを取り出し

た本分析の場合人口規模との相関係数が極めて低

いことが特徴的である。これは，実際の開設主体

である企業側からみた場合，人口以外の多様な要

因が存在していることを指し示している。

IV 結び
本研究は，小売業企業であるスーパーマーケッ

トチェーンの店舗展開のメカニズムを解明するた

めに，茨城県に本部を置く中規模スーパーを事例

として採りあげ検討した。そこでの結果は，次の

通りである。

1）茨城県におけるスーパーマーケットの展開

人口増加率

相関係数
0.2734 

(r) 

変数選択順序
1 

(order) 

標準偏回帰係数
0.3154* 

(B) 

重相関係数
0.2735 

(R) 

重決定係数
0.0748 

(R') 

* . 1 %水準で有意
* *. 5 %水準で有意

土浦からの
距離

0. 2712 

2 

0.4813** 

0.4423’ 

0 .1956 

人 口 飲食売料品
販額

0 .1694 0 .0153 

3 4 

1.1659*' 0. 9355本

0.5255' 0. 6548*' 

0. 2761 0.4288 

第7表事例スーパー展開年次の重回帰分析

を，新しい小売業技術の普及として捉え分析した。

その結果，階層的な普及がみられた。そして普及

の時期・普及する都市の規模により，普及させる

主体である企業のタイプは異なっていた。

2）中規模スーパーマーケットチェーン企業の

立地選定過程の検討では， 1）商勢圏の設定 2) 

開設地域の選定 3）物件の選定の 3段階が認め

られた。そして，各々の段階において，調査・検

討される空間的スケールが異なると共に，立地条

件・立地因子も異なった。これは，立地選定の段

階説を確認するものである。また，事例企業の場

合，初期にはこの様な選定過程は適合せず，最初

から物件の段階で開設について判断をしていた。

3）事例企業の多店舗展開の空間的パターンを

分析した場合，前期は地域的な範囲を示す距離変

数が寄与するのに対し，後期は人口規模の影響が

大きかった。これは， Brownが報告した郊外レス

トランチェーンの店舗展開の場合と同じ傾向であ

る。したがって，彼の仮説は本研究の場合確認さ

れたといえる。

しかし，以下の点が不十分であり，課題として

残された。

1）スーパーマーケットチェーンの多店舗展開

の検討に空間的拡散の考え方を採用したが，そこ

では施設が立地する場である地域（市町村）に視点

をおく場合の検討と，立地主体であるチェーン企

業に視点をおく場合の検討との違いが明確ではな

人口

相関係数

(r) 
0.7024 

変数選択順序
1 

(order) 

標準偏回帰係数

(B) 
0. 9838** 

重相関係数

(R) 
0. 7024** 

重決定係数

(R') 
0.4934 

* . 1 %水準てい有意
* * . 5 %水準で有意

岩瀬からの 飲販食売料額品
距離

0.08269 0.5253 

2 3 

0.1999* 0.2965 

0. 7279** 0.7441** 

0.5299 0.5538 

第 B表 茨城県におけるスーパーマーケット

普及年次の重回帰分析

-40-



かっTこ。

2）立地主体である企業内部からの検討は，資

料の制約が大きいために，定性的な分析にとどま

る場合が多かった。

3）技術革新や企業内からの検討に比べて，企

業を取りまく環境の分析が不十分で、あった。

4）事例からの一般化が十分にされなかった。

ところで，本研究のように，企業側に立った見

方を指向する研究は，工業地理学においても見い

だされる（例えは、， Hamilton,1974）。そこでは，

個別的な事例になりがちな研究内容や入手できる

企業資料の制約などの問題から，研究の一般化 ・

理論化を目指すにはモデル分析を行うべきだとの

主張が見られる（Hayterand Watts, 1983）。 こ

の点から，前記のような課題を解決するためには，

小売業企業の立地行動を操作的に説明するような

分析の枠組みを用いながら研究することが必要で

あろう。そして，その様な方法によってこそ，本

研究のような企業側からの分析がより発展するで

あろう。

本稿は，1984年度東京都立大学大学院理学研究科に

提出した修士論文をもとに加筆・修正したものであ り，

その内容は人文地理学会第170回例会（1987年）で発表

した。なお記載された内容は1984年度までのもので，

それ以後の追加調査はされていない。

本研究にあたっては，東京都立大学の寺阪昭信先生

（現流通経済大学），杉浦芳夫先生，生田真人先生（現

大阪市立大学）にご指導頂いた。また，スーパーマー

ケyト企業・協会の方々，都立大学大学院生の立岡絡

士氏・矢野桂司氏，鈴木桂子氏にご協力頂いた。ここ

に記して厚〈御礼申し上げます。

末筆ながら，筆者が都市地理学を受講してから大学

院を修了するまでの間，懇切丁寧なご指導を賜った故

渡辺良雄先生に本論文を捧げさせて頂きます。

注

1）本部と店舗との聞の距離と，各店舗が立地してい

る地域の市場規模を示す数値 （人口・人口変化率 ・

世帯収入）とを説明変数，店舗の立地年次を被説明

変数とした重回帰分析により検討している。

2）セルフサービス統計によれば， 1968年から1982年

にかけての店舗数ならびに年間販売額の伸び率は，

全国平均が3.14倍，14.20倍に対し，茨城県はそれぞ

れ4.41倍，25.42倍である。

3）人口関係数値は，全て国勢調査による値である。

41 

4) 1975年において， 市部人口の占める割合は49.5%

であり，全国平均値75.9%に比べかなり低い。

5）例えば，流通政策研究所（1984) 『中小スーパー

チェーンの成長性に関する調査研究報告』では，業

績が良い中小スーパーマーケッ ト企業の事例として

とりあげられて研究されている。

6）これは保冷車を使用した場合である。冷蔵車を使

用した場合には，輸送可能な範囲は拡大する。しか

し，費用の関係から事例企業においては，保冷車の

使用が主である。

7）この説の概要はまとめると次の通り。

「企業の立地選定は原理的に①市場決定②地域決定

③地点決定の3段階を経るものと考えられる。そし
て，それぞれの段階で重要となる立地条件あるいは

立地因子も異なり得る。」

8）計算にあたっては，東京都立大学電算室のアプリ

ケーシヨンフ。ログラムを用いた。
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